
筑西広域市町村圏事務組合が構成市から受ける派遣職員に関する規程 

昭和 56 年 11 月１日 

訓令第９号 

改正 平成 17 年 10 月１日訓令第９号 平成 19 年３月 29 日訓令第１号 

 平成 31 年 ４月１日訓令第２号  

 

（趣旨） 

第１条 この規程は筑西広域市町村圏事務組合（以下「組合」という。）が規約に定める事業を執行

するに当たり、特別の必要があると認めて、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 17

の規定に基づき、構成市から職員の派遣を受ける場合において必要な事項を定めるものとする。 

（派遣期間） 

第２条 この規程に基づいて行われる職員の派遣期間は、協定書に定める期間とする。 

（派遣職員の身分の取扱い） 

第３条 この規程による派遣職員は、原則として双方の自治体の職員の定数に含むものとし、その身

分取扱いは、その者が現に与えられている条件を保障するものとする。 

（協定書の作成） 

第４条 前項の派遣職員の身分の取扱い等に関しては、この規程に従って、地方自治法施行令（昭和

22 年政令第 16 号）第 174 条の 25 第３項の規定に基づく別表第１の協定書並びに別表第２の覚書を

作成するものとする。 

２ 構成市からの要請により、前項の協定書によりがたい場合は、構成市の規程等に基づく様式又は

その他の様式をこれに代えて協定書とすることができる。 

３ 前項の規定を適用し協定書を作成した場合は、別表第２の覚書を省略することができる。附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令施行の際、既に派遣されている職員については、この訓令により派遣されたものとして

取扱う。 

 

附 則（平成 17 年 10 月１日訓令第９号） 

この訓令は、平成 17 年 10 月１日から施行する。 

附 則（平成 19 年３月 29 日訓令第１号）抄 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第３条の規定は公布の日から施行する。 

附 則（平成 31 年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第５条関係） 

 



 



別表第２（第５条関係） 

 

 


